第１５章　賃金及び労働
　概況
　昭和59年の日本経済は、58年初めを景気の谷とする景気上昇の二年目であり、物価が安定する中で景気の順調な拡大が続いた。
　これは、好調な輸出と設備投資の力強い拡大によるものであった。
　また、昭和59年の大阪経済も、輸出と設備投資がともに大幅な増加を続けたことから、前年の景気回復の段階から景気拡大の段階へと順調に移行したが、全国に比べ、動きはやや鈍いものとなっている。
　こうした経済動向の中で、昭和59年の賃金及び労働の動きを「毎月勤労統計調査」（事業所規模30人以上）でみると、次のような結果であった。
賃金の水準
　昭和59年の大阪府の常用労働者１人平均月間現金給与総額は、34万9653円で、前年に比べ4.2パーセント増となり、前年の伸び（4.0パーセント増）を0.2パーセント上回り、年間合計額では419万5833円となった。これは全国平均より約47万円上回っている。
　名目賃金は第１次石油ショックの影響を受けた50年以降、その上昇幅は縮小の傾向を示している。
　また、消費者物価の上昇分（2.6パーセント増）を考慮した実質賃金では1.6パーセント増となり、前年（2.2パーセント増）を下回った。
賃金格差と産業別賃金の動向
　事業所規模別に現金給与総額の動きをみると、規模「500人以上」は39万6444円で前年に比べ4.7パーセント増（前年4.1パーセント増）、規模「100人から499人」は35万2051円で5.4パーセント増（同4.0パーセント増）、規模「30人から99人」は32万4103円で3.1パーセント増（同3.9パーセント増）となった。
　この結果、規模「500人以上」の賃金額を100とした場合、規模「100人から499人」で88.8 （前年88.3）、賃金額の差において年額で53万2712円、規模「30人から99人」では81.8 （同83.0）、同じく年額で86万8090円の差となり、規模「100人から499人」で格差が縮小し、規模「30人から99人」で格差が拡大した。
　男女別では、男子は40万8262円で前年に比べ4.5パーセント増（前年4.2パーセント増）、女子は20万7 838円で3.5パーセント増（同2.7パーセント増）となり、男女とも前年の伸びを上回った。
　この結果、男子の賃金額を100とした場合、女子は50.9で前年(51.5）を下回り、８年連続してわずかではあるか格差は拡大している。
　次に、産業別に現金給与総額のうち定期給与の動きを前年比でみると、「卸売業・小売業」、「電気・ガス・水道・熱供給業」、「製造業」、「建設業」、「金融・保険業」の５産業では3.4パーセントから5.5パーセントの伸びを示したが、「運輸・通信業」、「サービス業」、「不動産業」の３産業では低い伸びにとどまった。
夏季・年末賞与の支給状況
　昭和59年の夏季・年末賞与の支給状況をみると、１人平均支給総額（夏季・年末）は105万8621円で前年に比べ5.0パーセント増となり、５年ぶりに前年の伸びを上回った。
　その内訳をみると、夏季賞与は48万5598円で前年に比べ4.5パーセント増となり、前年の伸び（5.6パーセント増）を1.1ポイント下回った。
　また、年末賞与は57万3023円で前年に比べ5.4パーセント増となり、前年の伸び（1.6パーセント増）を3.8ポイント上回った。
労働時間等の動向
　昭和59年の総実労働時間は、１人平均月間173.5時間で、前年より1.6時間の増加となり、１週平均40.0時間、１日平均7.96時間となった。
　また、年間総実労働時間は2083時間で、前年より20時間増加している。
　次に、生産活動と密接な関連をもつ「製造業」の所定外労働時間をみると、56年から３年連続して減少を示したが、59年には10.3パーセント増と大幅増の17.1時間となった。
　なお、出勤日数は月間平均21.8日となり前年を0.1日上回った。
雇用の動向
　雇用の動きを常用雇用指数（昭和55年平均を100とする）によってみると、102.8で前年（0.1パーセント減）に引き続いて0.4パーセント減となった。
　常用雇用は戦後一貫して増和基調にあったが、第一次石油ショックを契機に54年まで減少で推移した。その後、57年までは増加傾向を示したが、58年から再び減少に転じている。
